高速道路地下化のプロセス概要分析
文責：田口俊夫
· 昭和39年12月環境開発センター提案『六大事業』で横浜都心部における高速道路計画は、河川上空を利用した「高架方式」による大環状線であった。翌年10月出版された六大事業の市民向け広報誌『横浜の都市づくり－市民がつくる横浜の未来』には山下公園前の臨港線が付加され、派大岡川・大岡川・中村川上空を利用した高架方式の大環状線が表記されていた。横浜と東京をつなぐ「都心部ルート」と郊外にある東名高速道路に至る「内陸部ルート」が構想された。
· 昭和41年3月横浜市計画局都市計画課長である寺内孝が、首都高速道路公団の外郭団体である高速道路調査会の雑誌「高速道路と自動車」昭和41年3月号に『横浜市の高速道路網計画について』と題する小論を投稿した。山下公園前を臨港線が通り大岡川と中村川（堀川を含む）上空も高架が通る大環状線であった。周辺から発生する交通需要が片側しかない山下公園前の臨港線には、道路部門から疑問符が呈されていた。
· その後昭和41年、横浜市は首都高速道路協会に調査委託し、市計画局・道路局に建設省と首都高速道路公団が加わり1年に及ぶ検討を経て高架方式による派大岡川・吉田川・堀川ルートを決断した。臨港線と大岡川・中村川上空利用は消えていた。同じ頃、環境開発センターの田村明は関内・関外地区のまちづくりの軸となる「緑の軸線構想」を横浜市に提案していた。
· 昭和43年2月中旬、高速道路都心部ルートの都市計画決定に関る神奈川都市計画地方審議会やその事前部会でも委員から景観面で反対があった。一番反対していたのは飛鳥田市長であった。しかし、役人たちにこれ以外の案は（技術的かつ費用的に）ないと説得され飛鳥田も派大岡川・吉田川ルートの高架方式を2月3日市会全員協議会で容認した。2月16日での都市計画決定（事業決定も同時、永久縦覧図書では2月28日付となっている）は都心部ルートのみで、東名高速との連絡ルートとなる吉田川ルートはまだ決定されていなかった。だが、事実上それありきで進んでいた。
· 都市計画地方審議会閉会後の昭和43年2月29日、伊勢佐木町など関外・関内の地元大商店街からの「高架道路はまちの連続性と景観を損なう」とする反対陳情に道路部門は危機感をもった。これでは都市計画決定しても工事に着手できない。他の選択肢も検討せざるをえないかもしれない。
· 3月22日に市内部で幹部会が招集され、飛鳥田市長が高架による都市計画決定にもかかわらず、強く都心部での地下化を主張し、各局総出での検討開始を要請した。
· 環境開発センターから田村明が横浜市に入庁した昭和43年4月以降、田村明は飛鳥田の強い指示で「高速道路の地下化」に従事した。市内部で関係部局による会議を開きつつ、毎日のように建設省内の事情に通じた部下を伴い二人で建設省に通った。道路局は同行しなかった。調整のための検討図面は市からの要請で首都高速道路公団が準備した。建設省には「市長の強い意向」を押し通した。因みに完成後の高速道路は県道となり、政令指定都市の市長が道路管理者となる。
· 伊勢佐木町商店街等が求めた高架高速道路のルート変更は、自民党市議団による臨港線案が交通需要と港湾物流を阻害する点から5月時点で否定されたため、現実的に行き場が派大岡川にしかなくなっていた。この時点で道路部門は、最終的に地下化に至ることも想定しはじめていた。
· 田村明は自分が昭和41年と42年に環境開発センターで提案した吉田川を利用した大通公園を中心とした「緑の軸線」によるまちの再開発を重要視していた。また、この調整作業を始めるに当たって、環境開発センター時代に培った本四架橋調査でのノウハウと人脈そして運輸省をはじめ国省庁を経験したことなどから、事態を俯瞰し調整の糸口を見つけようと努力したと想像できる。
· この地下化への調整過程で、田村明はまちの連続性と景観面の意義を現実的に認識し、学びを深めていくことになる。飛鳥田と伊勢佐木町などの商店主そして都市計画審議会学者の景観面への懸念は、昭和41年の御堀端東京海上ビル問題にあるように美観論争（景観）に代表される潮流があった。都内における高速道路の地下化の実例も熟知していた。かつ日本橋高架道路の問題も、仮に日本橋川の治水上の問題がなければ日本橋川を活用した掘割（地下）方式になっていたことも知っていた。田村も景観面や地下化の認識は当然もっていたはずだが、自らの発意で調整に乗り出すものではなかった。

· 地下化の調整過程は概ね三段階に分けられる。4月の交渉開始から建設省がやっと地下化の検討に応ずる7月頃までの第一段階。建設省も乗り出し8月頃からの作業で、伊勢佐木町の要望に応じて派大岡川上空の高架道路を地下化することで決着する。そして、内陸部の東名高速道路への連絡ルートを一旦切って湾岸部を大回りさせることで決着しそうになるが、建設省内部からの猛反発で頓挫する12月頃までの第二段階。（注：『横浜市高速鉄道建設史』昭和62年12月横浜市交通局71頁に「市中心部における地下鉄と首都高速道路との調整には約1年余を要したが、昭和43年末までに解決をみることになり」とある。この段階で3号線関内/横浜間の都市計画決定手続と道路下敷設許可申請を行い、工事着工に向けて運輸・建設両大臣あて工事施工認可の取得を急いだ。）第三段階が、翌年1月頃から内陸部への大回りルートが拒否され再び大通公園上空利用で高架道路を通すかを迫られ暗礁に乗りかけ、中村川に内陸部ルートを移設する案をもち建設事務次官との会談で決着させる3月まで。因みに尾之内事務次官は地下化と中村川ルートを了承するが、中村川から桜木町方面への地下乗降ランプの設置を大通公園下に要望したが田村に拒否された。
· 建設省で首都高計画の実質責任者である計画局都市計画課専門官の渡辺興四郎（わたなべよしろう）は高架推進派で強硬に地下化に反対したが、省内には横浜市長の強い意向を理解し地下化を容認する雰囲気もあった。
· 折衝開始から早くも7月には調整の方向性が見え10月には再度都市計画審議会で事業決定する、と飛鳥田が記者会見で述べるまでになった。建設省も昭和43年夏頃には、地下化の検討を認める雰囲気となったといえる。ただし、実際にはそう簡単には物事は進まなかった。
· 横浜市道路局は当初、地下化の動きに消極的で田村たちの動きを傍観したが、方向性が決まってからは作業に参加した。そもそも道路部門には、派大岡川と吉田川の接点に設けるインターチェンジは高架方式か地下方式でも、巨大な区域を必要とするため物理的に不可能でないかという疑問があった。
· 地下化で派大岡川を通り吉田川との接点に地下インターをどう設けるのか、地下鉄はどこに行くのか、高速道路地下と地下鉄の交差をどう処理するのか、駅舎はどの位置と深さに設けるのか、内陸部に連絡する高速ルートはどこに設置するのか、それが吉田川でない場合に中村川にもっていけるのか、などなどを技術論と住民対応の観点から検討が深まった。因みに、大岡川の支流である中村川は上流で分水路が計画（正式発表は昭和44年）されつつあり、高架道路の橋脚などを建設しても治水上の問題はなくなる可能性が出てきた。
· 昭和43年10月になってもまだ調整中で、飛鳥田は勝算がみえてきたと主張したが、まだ最終決着に至らなかった。一方42年3月に事業免許を受け45年までに完成予定の地下鉄の工事はどんどん遅れていった。市議会でもその点を責められていく。
· 昭和43年11月あせった市交通局は先行して高速鉄道1号線「上大岡/伊勢佐木長者町」間で工事に着手した。
· 建設省都市計画部門の事務課長である角田案は、内陸部ルートを吉田川や中村川も使わず湾岸線に大回りさせる画期的なものだった。しかし、膨大な交通量予測に対処する上で首都高ルートの連続性確保は必須として建設省技術部門が猛反発した。因みに背景には日本道路公団と首都高速道路公団の所管に関る問題もあったようだ。年末から年明けにかけて、飛鳥田と田村は窮地に立つことになる。
· 昭和44年3月飛鳥田と田村は内陸部中村川ルートをもち最後の賭けに出た。中村川ルートはかつて道路部門も検討したものであり、できれば地域的な難しさから別ルートを模索したものであった。しかし、再度それが選ばれることになる。

· 飛鳥田と田村は政治家（藤山愛一郎）を仲介に3月3日尾之内建設省事務次官に田村が面会し了解を取り付ける。これにより省内の強硬派を抑えることに成功する。初めて「横浜市としての意志」を国に対して貫き通した。これが飛鳥田・田村による初仕事となった。まだ組織的には未完成であったが、市長の強い意識とそれをサポートする「有能で諦めないスタッフ組織」、企画調整局を中核に各局が一体となった主体的な横浜市組織の時代がここから始まる。
· 昭和44年5月地下化による高速道路の都市計画決定の変更がなされ、派大岡川から元町裏の堀川を通り港入口の山下橋に至るルートと構造が確定した。
· 昭和45年11月中村川上空利用による高架高速道路が都市計画決定され、横浜都心部と内陸部をつなぐルートが完成に近づくことになる。中村川ルートは道路局が一番嫌っていたルートであったが。
以降
昭和46年3月19日「西区高島通一丁目/中区扇町一丁目（横浜公園）」道路整備特別措置法に基づく工事開始公告
昭和46年3月　横浜市高速鉄道1号線「伊勢佐木長者町/関内」工事着手
昭和46年11月8日　中村川上空の「高速中央線（都市計画法上の正式名称で通称は狩場線）」が工事開始公告
昭和47年1月21日　「中区扇町一丁目（横浜公園）/新山下町一丁目」道路整備特別措置法に基づく工事開始公告
昭和47年2月　横浜市高速鉄道3号線「関内/横浜」工事着手
以上
高速道路地下化の経緯（発表原稿）
2013年12月18日　田口俊夫
研究会の幹事を務めます田口俊夫です。企画調整局最後の昭和53年4月に横浜市に都市デザイナーとして入りました。飛鳥田市長が退任し細郷市長が就任し、田村明が局長職を降り技監のみとなった激動の年でした。
では本題に入ります。羽田や成田への高速バスは横浜駅東口から地下化された高速道路を通り、そしてJR石川町駅で高架へと出ます。横浜中心部における高速道路の地下化の話は、田村明の本によく登場する。企画調整局の出発点のような話として。我々も個人的に直接その話を聞いたことがある。都市景観の視点から高架の高速道路を地下化した、その仕掛人は田村明であると固く信じてきた。
著書には、飛鳥田市長の強い意向があったことは書かれているが、企画調整局長を務めた田村明がそれを「演出」したのだと思ってきた。言葉は悪いが、安かろう悪かろうの高架方式の高速道路建設を推進してきた部門が建設省や首都高速道路公団の言いなりになり、市長を押さえて進めようとした、ぐらいの「一面的な見方」をもっていた。

ところがである、田村が属した環境開発センターが横浜市に昭和39年12月提案した『六大事業』報告書の原本をみて驚愕した。報告書にある高速道路は、河川や運河上空を利用した「高架道路」であったのだ。―――田村明は根っからの都市景観論者でなかったのか。
その一方、道路部門で地下化を成し遂げた論文『調査季報』を発見した。難しい地下化の調整を達成した苦労をとうとうと述べていた。一体誰が「地下化」をやったのか、おおいなる疑問がわいてきた。誰が発意して、誰が調整して、誰が図面を描き、誰が工事に対応したかを探ることにした。
昭和13年山田正男論文に始まる首都高速道路の歴史的経緯を知り、皇居周辺や東京駅前などで地下化が行われたが限定的であったことを理解した。高速道路が横浜まで延伸するとしても、空襲と接収で東京に比べ相対的に地位が低下した横浜で地下化が積極的に行われる情況ではなかった。田村たちが六大事業で高架方式による河川上空を利用した大環状線を提案していたことも理解できなくもなかった。横浜はそれぐらいの都市であった。

当時の道路側の実務担当者で地下化の論文を書き、その後道路局長・技監にもなった立神孝氏にインタビューした。2時間半のインタビューで「あの地下化は俺たち道路屋がやったのだ」と明快に言い切った。衝撃的な発言であったが、間違いではなかった。六大事業で高速道路の提案を受けて、その中でどう東名高速道路との接続をするのかが横浜の港湾物流上重要だった。それまで市の計画局主体で都心部ルートの計画を練っていたが、道路部門の専門的観点も入れ検討が進められた。昭和41年2月から横浜市が首都高速道路協会に委託し、建設省や首都高速道路公団も参加して横浜の高速道路網の計画検討会議が1年以上に亘って継続的に開催された。結果として、田村たちが提案した大環状線や山下公園前を通る臨港線でなく、「よりすっきりした」ルートが選定された。道路屋たちの成果であった。
ただその一方、環境開発センターの田村は横浜市の依頼を受け、関内や関外地区の再開発プランづくりを行っていた。関外の吉田川から市庁舎脇を通り港へと通じる「緑の軸線構想」も提案されていた。この軸性に沿って横浜のまちづくりを行う方針であった。この動きへの配慮が高速道路部門にはなかった。

高速道路網の計画検討会議が提案したのが、国鉄根岸線沿いの派大岡川と現在の大通公園の吉田川を利用したルートであった。東京品川から下りてくる横羽線が横浜都心部に入り山下本牧の港湾地帯に接続する「都心部ルート」が派大岡川であった。膨大な交通量が発生する港湾地帯と横浜郊外に建設される東名高速道路を結びつける「内陸部ルート」が吉田川であった。企画調整室発足前の道路部門による高速道路網の検討はそれなりにこなれたものとなっていた。
問題はそれらがすべて「高架方式」であったことである。根岸線の高架鉄道に沿って更に大規模な高架高速道路ができる、地元は驚愕した。万里の長城が更に厚く高くなる、これによって地元大商店街である伊勢佐木町と関内の商店街が分断されてしまうと思った。昭和43年2月29日反対陳情を市会宛てに出すことになる。
神奈川都市計画地方審議会やその事前部会でも委員から景観面で反対があったが、道路部門は都市計画決定と事業決定を昭和43年2月16日付（注：永久縦覧図書では2月28日付となっている）で同時に行った。しかし、地元の反対があると工事着工は難しいことをそれまでの経緯から認識していた。かつ、高速道路は県道であり結果として法律上の管理者が政令市の横浜市長になるので、そもそも中心部での高架道路に反対してきた飛鳥田市長の意向は無視できない。市長は都心部だけでも地下化することに強烈に拘っている。道路部門も代替案を検討せざるを得ない情況を認識していた。だからといって、簡単に地下化への方針転換もできない。
このような状況下で、4月田村が環境開発センターを辞して横浜市に入庁した。企画調整室の実質責任者である担当部長に就任して、はじめて高速道路をとりまく危機的な情況を認識した。ここまで情況がもめているのか、恐らく田村も驚愕しただろう。
飛鳥田の指示で田村が調整に乗り出すのだが、「やり手」の田村が飛鳥田に仕掛けたという見方もあった。どうも情況は異なるようだ、田村は自らの判断で難しい政治的調整作業に乗り出すことをあまりしない。慎重派であり、周囲の様子をよく見極める性格である。飛鳥田の強い思い入れと要請があって、初めて田村は動いた。

地下化の勝算はあったのか、それは分からない。しかし、田村はかつて本四架橋の調査を環境開発センター時代にやっていた。東大卒業後に運輸省やその他の国の官僚を経験している。幅広い見識と人脈をもっていたはずである。東大法学部の先輩や同輩なども国の省庁にいたはずだ。この課題に関して、田村は全体を俯瞰して自分なりの戦略を練ったかもしれない。都市計画決定を変更した前例はないがまったく不可能ではないだろう、と。

技術者は技術的に理屈で攻めるのが一番である。建設省で高速道路の実権を握っているのは都市計画課の道路屋である。上司を含む周辺を攻めても、本丸の道路屋を攻めないと意味がない。濠を徐々に埋めていくやり方もある。田村は市の中から信頼できる土木職を引き抜き、調整作業に常に帯同した。その人物が証言者である長谷川尚男である、彼は後に企画調整局に異動する。田村と長谷川は建設省に日参した、毎日昼は建設省の食堂で食べていたほどである。地下化を検討する技術的な図面は市の担当部門を飛び越えて、市も出資している首都高速道路公団に描かせた。
当初、建設省は高架道路に固執し強硬であったという。夏頃になると、どうにか建設省も折れて地下化の検討を始める。立神によると、道路部門としても密かに検討していたという。次に譲歩するのは地下鉄と公園側となる。派大岡川埋立地に予定されていた地下鉄は尾上町側の道路下に移動する。吉田川では幅25メートルにも及ぶ巨大な高速道路を地下化した場合、地下鉄は共存できないため邪魔者となる。かつ、高速道路の半地下の掘割方式では大通公園が実態として残らない。これではやはり内陸部ルートは別の場所に移るしかない。かつ、インター設置は高架でも地下でも巨大な空間を必要とする。関内駅裏では全く足りないと道路部門も判断していた。

そこに渡りに船で、建設省の事務官僚から臨海部から大回りして内陸部につなげる方式が提案された。この方式は吉田川を利用しないため理想的な案にみえたが、横浜中心部や周辺港湾地帯からの膨大な交通量にまったく対応できない。かつ、一旦切ってしまう印象を与えると首都高を所管する都市局と日本道路公団を所管する道路局の利権争いで不利となる。この案を仕掛けたとして田村は建設省の道路屋から再び猛反発を受ける。
いつまで経ってもまとまらない調整作業に開業を焦る地下鉄部門は困り果てた。伊勢佐木町の手前で既に一部工事に着手した。しかし、なかなか関内から桜木町そして横浜駅に至るルートがまとまらない。調整開始から1年経った3月には予算市会が始まり、飛鳥田や田村は市会でその責任を問われ糾弾される。現場では地下高速道路を予定して、地下鉄の複雑なとりあいから、既に建設されていた地下鉄桜木町駅舎は更に一段下げることになった。すべてがバタバタと現場の判断で動いていた。

市の道路部門は既に、内陸部ルートは周辺の地元調整におおきな難があるが中村川ルートしかないと踏んでいた。元町裏の堀川上空を覆う高架道路は反発を受けていたが、正直なところ、市の中心部は守るが周辺部は我慢してもらう。同様に、中村川周辺住民も我慢してもらう。田村も致し方ないと判断した。これが決め手となる。

3月3日、すべての調整作業の手打ちのため、田村は建設省を訪れ、仲介の有力政治家に同席してもらい尾之内事務次官と面会した。まだ建設省から大通公園にランプを設けたいと申し入れがあったが、田村は拒絶した。横浜市の決めた内容で行きたい、それに従って欲しい。これで方針は決まった。3月5日市会本会議で飛鳥田市長が建設省との合意を発表した。
その後５月20日都市計画決定が変更され、高速道路の地下化が正式承認された。「構造変更（高架からトンネル・半地下）に伴う線形の変更」がその理由であった。翌年困難な地元調整を経て45年11月中村川上空の「高速中央線（狩場線）」が都市計画決定された。46年3月には横浜駅前から横浜公園までの工事が開始された。同じ3月に市営地下鉄の伊勢佐木長者町と関内駅間の工事がやっと着手されている。それでも関内駅と横浜駅間の工事は47年2月まで待つことになる。

我々がこの事例から学ぶものは何か。まちづくりには予測不可能なことが多々ある。その時に、目をつぶり嵐が去るのを待つか、果敢に打って出るかが大きな差となる。無謀に打って出ても討ち死にとなる。田村明に勝算があったかは分からない。田村はいろいろなものにぶつかりながら学び進路を調整していったのでないだろうか。それは建設省も市の道路部門もそうであり、関係者すべてがそうであった。

建設省を「本省」と呼ぶ市の部署の体質も、飛鳥田の意向を受けた調整者田村の出現により変化していくことになる。それぞれの立場を横につなぐことにより、可能な解決策を探ろうとした。現場レベルでも、そして首脳部レベルでもそうであった。その中から、国に従属しない横浜市としての「自立性」が芽生えた。
地下化には多くの主体が関った。道路、計画、交通、公園部門そして河川を管理する部門と県の治水事務所。港湾物流も絡むため港湾局も関心を持っただろう。それに都市計画決定事務を所管する県の都市計画部門。建設事業費に関る財政部門も。建設省と首都高速道路公団もそうである。多くの情報が飛び交っただろう。その情報を束ね、交流することで新たな解決策を探る、それが行われた。それがその後、職位に関係なく情報を共有する「大テーブル主義」へとつながる。

以上のことから、この高速道路の地下化が横浜の企画調整機能への第一歩となったといえる。最後に、田村明がよく口にした言葉に「非定型流動」がある。いくら全体の情況を俯瞰して戦略を立ても、戦略は現場の情況でどんどん変化する。妥協も必要だろうが、筋が通らない妥協は大きな敗北となる。指揮官の責任はおおきい、これを田村はやり通したといえる。かつ、技術者たちは真剣に議論し、あるべき解決策を探ろうとした。そして節を全うしたといえる。
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